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生活保護における自立支援プログラム

岡部卓 ・副 田あけみ ・矢嶋里絵 ・稲葉昭英
・和気純子 ・堀江孝 司 ・愼野葉 月

〈要旨〉

生活保護において、2004年 度 より、生活保護制度の運営実施機i関が組織的に

生活保護受給世帯の自立を支援する制度に転換することを目的とする自立支援

プログラムが導入された。

そこで、全国に先駆け首都大学東京 と官学連携 し自立支援プログラム・個別支

援プログラムの策定 とその評価事業 に取 り組んだP自 治体の各種プログラムの

概要、評価結果 と課題、今後の展望について明 らかにする。

〈キ ー ワ ー ド〉

生活保護制 度、自立支援、プログラム評価

1.研 究 の概 要

1.1問 題関心・研究 目的・内容・体制

生活保護 を受給 している有子世帯は、生活困窮 を基底 として生活諸場面で ど

のような生活課課題 をかかえているのか、また、そこでどのような援助・支援方

策(ソ ーシャルワーク実践および政策)を 展開 していったらよいのか、について

理論的・実証的に明 らかにする必要がある。こうした取 り組みはまた、生活保護

受給有子世帯の現在の生活再建を行なうだけでなく、将来にわた り貧困が世代

間継承(再 生産)さ れることを防止することにつながって くる。

そこで、本研究では、(D生 活保護受給有子世帯の生活実態の把握 と生活課題
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の析出(養 育、教育、就労等それぞれの実態 と課題)、(2)生 活保護におけるソー

シャルワークに関する研究 として有子世帯への援助・支援の実態 と在 り方の検

討(養 育支援、教育支援および就労支援の実態 と今後の在 り方)、(3)生 活保護政

策に関する研究 として生活保護政策の実態 と今後の在 り方の検討(ワ ークフェ

政策、児童・家族政策の実態 と今後の在 り方)の 三つ を柱に分けて行なうことと

する。

(1)(2)に おいて、P自 治体の協力を得て、① 同自治体管区内の生活保護受給有

子世帯を対象 とする調査、② 自立支援プログラム実施 している生活保護受給有

子世帯の養育・教育・就労支援に関わる調査、③生活保護における高校進学支援

プログラムに関する調査、④生活保護における自立支援 プログラム評価表に基

づ く調査 を行なう。

(3)に おいては、生活保護有子世帯に適用 され る制度・施策の現状ならびに課

題について検討を行な う。とりわけ、生活保護制度における教育扶助ならびに

生業扶助の検討 を通 して教育に関する制度資源の課題について言及する。

なお、本研究においては、平成18年 度～平成20年 度厚生科学研究・政策科学推

進研究事業(B)「生活保護受給有子世帯の生活実態 と養育・教育支援および就労

支援方策研究事業」ならびに平成17年 度締結 されたP自 治体 と首都大学東京官

学連携事業「生活保護受給者の 自立支援 に関す るP自 治体 と首都大学東京 との

共同研究」の一環 として、学内で社会福祉学専攻の教員が参加 しての研究会の開

催、また、ワーキンググルーブをつ くり調査研究のための作業を行なっている。

学外においては、P自 治体 との合同研究会を開催 している。また、P自 治体でも

ワーキンググループを作 り、首都大学東京 と連携 し、調査研究を行なっているP

自治体職員の協力を得て、調査表の作成、転記作業 を行い、生活保護受給有子世

帯のデータベースの作成ならびに自立支援 プログラムの評価を行なっている。

具体的には、P自 治体の協力を得て管内にある福祉事務所 をフィール ドとし

て管内生活保護i受給有子世帯の生活実態 を把握す るための全数調査を実施 し

た。また生活保護受給有子世帯だけでな く生活保護受給 している世帯で、自立

支援プログラムが有効適切に行なわれるための自立支援プログラムの開発をお

こない、その実施状況 ならびに成果(評 価)に ついての調査 も実施 している。と
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りわけ有子世帯のうち高校進学等の世帯を対象とする高校進学支援等 自立支援

プログラムについては、その実態把握 と援助・支援方策(ソ ーシャルワーク実践

および政策研究)に ついてよりインテンシブな調査および政策検討 を行なって

いる。生活保護i受給有子世帯における子 どもの養育課題、子 どもの教育課題、保

護者の就労課題 をどのように緩和・解決 していった らよいか、その援助 ・支援方

策は、P自 治体はもとより全国の生活保護 を運営実施 しているフィール ドにお

いて取 り組 まれなければならない大事なテーマの一つである。

2.調 査 の概 要(調 査 の全 体 像 ・目的)

2.1調 査 の全 体像

下 記 の参 考 資 料 に依 拠 して、次の3つ を行 な う。

(1)自 立 支援 プ ログ ラム評 価 表 に基 づ く調査 、

(2)養 育 ・教 育 ・就 労 支援 に関 わ る調 査、

(3)自 治 体 にお け る「高 校進 学 支 援 プ ログラム」に関する調査であ る。

2.2調 査 目的

(a)生活保護有子世帯の「生活実態の把握」、

(b)生 活保護有子世帯の「養育・教育・就労支援の実態の把握」

2.3調 査 期 間

平 成19年7月1日 ～平 成19年10月31日

2。4各 調査の概要

2.4.1自 立支援プログラム評価表に基づ く調査

昨年度P自 治体 と首都大学東京 とが協 同で作成 した、P自 治体で取 り組 まれ

ている自立支援プログラムの個別プログラムに関する評価表(以 下、評価表)を

ベース とした調査 を行った。なお、評価表は『P自治体 自立支援プログラム実施

の手引 き』に収録 さμている。ここでは記すべ き点 は、評価表 は、本来、CWが 自
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らの プログラムの実施遂行状況や ソー シャル ワー クについて反省 ・評価す るた

めに作成 された ものであ り、勤務評定 とは異 なるということである。

本調 査 では、評価 表 に基づ い た評価結 果 デー タをP自 治 体 か ら預 か り、そ の

デ ー タを分析 ・解釈す る。また、これ らの分析 ・解釈 を通 して、よ りよいプログラ

ムの実施のために必要 な方策 を示す ことを目指す。

※16の プ ロ グ ラ ム
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高校進学支援 プログラム

不登校児支援 プログラム

ひきこもり改善支援プログラム

若年者社会生活支援プログラム

精神障がい者在宅生活支援プログラム

精神科等受診支援プログラム

精神障がい者退院支援 プログラム

在宅要介護i(支援)高 齢者等支援ニプログラム

介護サービス利用支援 プログラム

(10)人 工透析患者支援プログラム

(ll)居 宅生活移行支援プログラム

(12)住 宅情報提供支援プログラム

(13)成 年後見制度利用支援プログラム

(14)多 重債務解消支援プログラム

(15)就 労支援プログラム

(16)「 生活保護i受給者等就労支援事業」活用プログラム

2.4.2養 育 ・教育 ・就労 支 援 に関 わ る調 査

・P自 治体 と首都 大 学 東 京 とで協 同で調査票 を作 成 しそれ を基 に調査

・本研究(3年 計 画)の 目的 は、上 述(a)、(b)の 二 つ で あ る。今 年 度 の 調査 〈2>は集

計 作 業 に と どめ、次 年 度 以 降 に分析 ・考察 を進 める予定である。



生活保護における自立支援プログラム 57

2.4,3P自 治体の実践「高校進学支援 プログラム」に関する調査

… 教育支援の一例 として

・P自 治体 と首都大学東京 とが協同で作成 した、P自 治体で取 り組 まれている、

中学三年生の子を有 している生活保護受給世帯を対象とした「高校進学支援

プログラム」に関する調査

・当調査は、本研究の目的(b)に 対応するものである。

なかで も、P自 治体の先駆的な実践 を取 り上げることで、具体的な教育支援の

あ り様を明らかにし、今後のよりよい教育支援の基盤を提出することを目指

している。

・調査対象:高 校進学支援プログラム利用世帯全世帯(全143帯)

・調査方法:担 当ワーカーによる訪問・面接 ・電話

・回収率:100%(∵ 自治体調査)

・今年度は集計作業にとどめ、次年度以降に分析 ・考察を進める予定である。

3.自 立支援 プログラム評価表 に基づ く調査

今年度は、P自 治体で実施 した以下の各種 自立支援プログラムの評価(実 施さ

れたプログラムに限定)に ついての集計・分析 を行なう。なお、評価票を含めた

全体考察 については、厚生科学研究・政策科学推進研究事業(B)「生活保護受給

有子世帯の生活実態 と養育 ・教育支援および就労支援方策研究事業」(平成18年

度)研 究報告書について行なう。

3.1ひ きこもり改善支援プログラム

3.1.1プ ログラムの概要

当プログラムは,ひ きこもり状態にある被保護者が,適 切な治療 または社会的

適応能力 を回復,維 持で きるように,当 事者,家 族,関 係機関 との連携 を図 りな

がら支援を提供 してい くものである。プログラム対象者が単身世帯である場合

と,家族 と同居 している世帯である場合 とでは当然なが ら介入方策が異なる。

単 身世帯 である場合 には,訪 問,電 話,手 紙等の方法を通 して対象者 との関係
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性 を構築する。対象者 と面接 し生活状況等を把握できた段階で,健 康福祉セ ン

ターの保健師と連携 し,病 院の受診や健康福祉セ ンターにある対策メニュー等

から対象者に適 した支援策を検討 し提供 してい くことになる。

家族 と同居 している世帯であれば,家 族への働 きかけが重要になる。家族の関

わ りがひきこもり状態の維持や改善に大きく影響す ることもあるため,対 象者

の生活状況だけではなく,家族の一人一人の対象者に対する態度や接 し方等に

ついて聴取 し,家族 との関係構築 にも尽力する。関係機関 と連携 した支援につ

いて も家族の合意の下で進め られる。

3.L2課 題 項 目の概 要

自己点 検 の課 題 項 目は,ひ き こ も り状 態 に あ る対 象 者 との関係,家 族 との 関

係,関 係 機 関 との 関係 に 関 して 設 定 されて いる。ひ きこも り状態 にあ る対象者

と支援 関係 を築 いてい くことの難 しさを踏 まえ,課 題 項 目は「声 か け に応 じる」

「会 話がで きる」等スモールステ ップでの評価がで きるように設定 されている。

3.L3集 計結果(自 己点検の結果のまとめ)

平成19年 の自己点検評価表の提出があったケースは1事 例のみであった。

支援開始時は平成19年 の8月 であ り,自己点検実施は9月 末であるため,ほ ぼ1ヶ

月間の支援である。家族同居世帯の事例であ り支援は継続中である。ひきこも

り状態 にある本人との関係性の構築 には苦慮 しているが,家 族 との面接によ り

生活状況の把握や支援関係の構築 に向けての働 きかけが行われている。健康福

祉セ ンターとの連携 も始 まってお り,複合的な問題を見据えた支援が行われる

予定 となっているとのことである。

3,1.4今 後 の展 望

「ひ き こ も り状 態 」と一 ロにい って も,当 事 者 や 家 族 の年 代 や抱 えて い る困難

に よって支援 の方策やあ り方は異 なる。単一機 関に よる支援 ではな く連携 しつ

つ多様 な支援策 を提供で きる ことが状態 の改善へ の重要 な糸口になるか もしれ

ない。
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3.2不 登校児支援プログラム

3.2,1プ ログラムの概要

当プログラムは,被 保護世帯 に義務教育の不登校状態の子 どもがいる場合に

実施される,子 ども本人 と保護者を対象とするプログラムである。担当CWは 子

どもや家族の状況を把握 し,子 どもや保護者の同意を得た上で学校 に連絡 し,情

報を共有 し連携を図る。また家庭の状況を把握 した結果,児 童虐待や育児放棄

等親の不適切 な養育状況が明らかになった場合には,速 やかに子 ども家庭支援

センター(緊 急時には児童相談所,警 察)と 連携する。

関係機関 としてはフレンドセ ンター(相 談,コ ンサルテーション,適応指導教

室)や スクールカウンセラー,教 育相談所 子 ども家庭支援ニセ ンター,児 童相談所

が挙げ られる。担 当CWは 保護者にこれらの機 関について紹介 し利用を促 した

り,学校や関係機関からの働 きかけや協力を要請 した り,必要なら同行訪問を行

うなど,共通理解に基づ く支援 を展開 してい く。これらにより,子 どもの不登校

状態の解消や,社 会的適応能力の向上を図るプログラムである。

3.2.2課 題項 目の概要

支援対象者については,「子 どもの表情が明るくなった」「子 どもがあいさつ等

声かけに応 じるようになった」等子 どもの変化に関する項 目と,「保護者が子 ど

もに対する思いを話すようになった」「保護i者が関係機関につながるようになっ

た」等保護者の変化 に関する項 目が含まれている。援助の点検項 目では,子 ど

も,保護者に対する働 きかけに加えて,通 学先や関係機関への働 きかけに関する

項 目も設けられている。

3.2.3集 計 結 果

3事 例 の回収 が得 られ たが,課 題 改善 項 目につ い て は全 て 未 評価 であった。支

援 開始 日は5月,7月,8月 で あ り,点 検 日 まで は数 ヶ月 しか経 過 していなか った。

全事例 とも支援継続 中であ り,十 分 な 評価 が 行 え なか った のか もしれない。
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3.2,4今 後の展望

不登校児の支援 においては,子 どもへの支援お よび家族への支援が必要不可

欠である。福祉事務所のワーカー として,不 登校の子 どもと直接 的な援助関係

を構築するのは困難か もしれないが,学 校の教員やスクールカウンセラーとは

異なる援助規範 に基づ く支援 を提供できれば,新 たな解決の糸口になるかもし

れない。平成20年 度 より予算化されたスクールソーシャルワーカー事業 との連

携 も今後は重要になるであろう。

3.3若 年者社会生活支援プログラム

3.3.1プ ログラムの概要

義務教育終了後,就 労や修学 をしていない概ね20歳 代の若年の保護者 を対象

としたプログラムである。対象者に対 して適性を検討 し,進 学,就 職,職 業訓練

の受講等に結びつけ,支援対象者の経済的,社 会的自立を促すことを目的 として

いる。

対象者の年代や希望にあわせて,高 校進学支援や就労支援 といった他の支援

プログラムの適用や,職 業訓練校入校時技能習得費の支給 について検討する。

希望が不明瞭な場合には,関係機関を活用 して適性 を検討 した り,精神面での問

題への対応必要性 を検討 した りし,定期的な面接 により継続的な支援の提供 を

心がける。主な連携先 としては福祉事務所の就労支援相談員,保 健師,東 京 しご

とセ ンタ0な どが挙げ られる。

3.3.2課 題項目の概要

支援対象者の課題改善項 目には、「面接ができるようになった」「支援対象者/

家族の表情が明る くなった」「具体的行動を決めることができるようになった」

等支援対象者および家族 との関係構築の指標 になるもの と,「他のプログラムに

つながった」「東京 しごとセ ンターにつながった」等他のプログラムや関係機関

との連携 という介入の進展度に関連する項 目がある。またCWに よる援助の点

検項 目は状況の聴取,支 援方針の検討等 段階的な支援が把握できる内容 となっ

ている。
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3.3.3集 計結果

平成19年 度の9月 時点での点検票は1事 例のみであった。5月に介入を開始 し、

9月 の調査時点では支援継続中であった。

CWは 支援対象者 とCWと 面i接を行い、生活状況を把握 し、本人 と不安や悩みを

分かち合い、考えをまとめて具体的行動に移す こともでき、いったんは就労支

援 プログラムへ とつなげることがで きた。また家族 との関係 も築 くことができ

た。その結果、就労支援 プログラムによって就労 を開始することがで きたが辞

めてしまい、再度支援 を行なう段階であった。

3.3.4今 後の展望

若年者の社会生活支援 は重要な課題であるが、プログラムへ の参加に結びつ

けること自体が一つの課題であると思われる。支援の提供 に際 しては、単純 に

「就労や就学に結び付ける」ことを目的 とす るだけではな く、度々の困難や失敗

に直面 しつつ、安定 した人間関係に支えられて乗 り越えていく体験を重ね られ

るような、息の長い支援が求め られる。今後、事例 を蓄積 してい く中で、生活状

況や課題の把握、悩みの共有に加えて さらにどのような援助が若年者の社会生

活支援 に求め られるのか明らかにしてい く必要があろう。

3.4精 神 障 が い者 在 宅 生活 支 援 プ ロ グ ラム

3.4.1プ ロ グラ ムの概 要

精神 障が い に よ り,日 常 生 活上 の様 々 な こ とに 困難 を感 じる ものの,対 人 関係

を築 くのが 難 し く,適 切 な相 談 機 関へ 援 助 を求 め る ことが難iしい もの も少 な く

な い。本 プ ログ ラムで は,精 神 障 が い の あ る在 宅 の被 保 護i者に対 し,精 神 科 医療

機 関等 と連携 を はか りなが ら,日 常 生 活 にお け る個 別 課 題 に応 じて医療,制 度,

福 祉 サ ー ビスが 利 用 で きる よ う支援 してい くこ とによ り,日 常 生 活 自立 及 び社

会 参加 を促 す ことを目的 と してい る。

3.4.2課 題 項 目の概 要

支 援 対 象 者 の 課 題 改 善項 目は,サ ー ビス の利 用 に 関す る もの,「生 活 に リズ ム
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ができた」「服装が清潔になった」等 日常生活の身辺 自立に関するもの,「人との

交流が増えた」「将来について話すようになった」等社会参加や安定 した生活に

関連するものが含 まれている。援助の点検項 目は,状 況の聴取やサポー ト資源

の把握 サービスの利用促進に関する項目となっている。

3.4.3集 計結 果(自 己点 検 の結 果 の ま とめ)

標 本 数 は25で あ り、うち介 入 開 始 か ら 自己 点 検実施 日まで1ヶ 月 も経 過 して

お らず 「支援 継 続 中」と評価 され た1例 は、課 題 改 善(到 達)項 目全 て につ い て未

評 価 で あ っ た。また「改善」と報 告 され た1事 例 に 関 して は、ほ ぼ全 て の項 目で

「で きた」あ るいは「あ る程 度 で きた」と評価 され て いた。23例 は「確 認(現 状 維

持)」 とい う状 態 で あ っ た。

こ の23事 例 の 評価 につ い て概 要 を表3.4。1に 示 す 。支援 対 象 者 の課 題 改 善 度

につ いて最 も高 く評価 されていたのが「安定 した生活が維持 で きている」(「で き

た 」が13例 、「あ る程 度 で きた 」が8例)で あ り、つ い で 「関係 機 関 とつ なが り相談

先 が増 えた」(「で きた 」が10例 、「あ る程 度 で きた」が4例)で あ っ た。そ の他 の項

目につ いて は、23例 中10例 前後 で非 該 当 また は未記 入 の 回答 となってお り、十

分 な情報が得 られていない。

一方CWに よ る援 助 の 点 検 項 目で は、支 援 対 象者 の生活状 況やサ ー ビス利用

状 況の把握や 関係機 関 とのかか わ りの把 握 とい った、個別面接 で可能 な項 目に

ついては「で きた」という評価 が多い。一方で、新 しい制 度 ・サー ビスや利用で き

る制 度・サー ビスの話 になる と、説明がで きた対象が10例 弱 い る一 方 で 、で きな

い な い しは調査不 能 とされ るもの も10例 ほ ど見 られ る。利 用 で きるサ ー ビスな

どにつ いて積極 的に情報の提 供 を受 けてい る支援対象者 と、情報の提供 を受 け

てい るか どうかす ら定かで はない支援対 象者が いる とい うこ とであ るな ら、こ

う したサー ビスの格差が今後 の安定 した地域生活 に何 らかの影響 を与 えるのか

どうか、注意深 く見守 る必要があ るか もしれない。
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表3.4.1ケ ー ス ワー カー に よ る 自己点 検評 価(数 字 は度数)

ある程度 少しできた

できた できた
できない 調査不能

〈支援対象者の課題改善項 目〉

安 定 した生 活が維持で きてい る。

関係機関 とつなが り相談先が増 えた。

新たな制 度 ・サービスの利用 を開始 した。

服装 が清潔 になった。

服薬 がで きる ようになった。

利用 可能 な制度 ・サー ビスの情 報 を得 た。

室 内が清潔 になった。

表情 が明る くなった。

生活 に リズムがで きた。

落ち着いた雰 囲気 を持つ ようになった。

生活 を向上 させた い意欲が出た。

課題 に対 して達成感 を持てた。

人 との交流が増 えた。

将来につ いて話す ようになった。

〈CWに よる援助の点検〉

支援 対象者 の制度 ・サー ビスの利用状 況を把握 した。

関係 機関 との関 りを把握 した6

支援 対象者 の生活状況 を把握 した。

支援 対象者 の訴 えを聴取 した。

利 用で きる制度 ・サー ビスの説明 をした。

新 しい制 度・サー ビスにつ なげた。

新 しい制度 ・サー ビスの利用後 に状況把握 を した。

関係 機関 と連携 して制度 ・サー ビスの利用支援 を行 った。

親族 との関 りを把握 した。

必 要 と思 われ る制 度 ・サ ー ビスの利 用 につ いて動機 付 け

を行 った。

3

0

9

9

8

7

7

7

6

6

5

4

4

3

0

4

3

2

0

8

8

7

6

2

1

1

1

1

6

8

4

0

3

4

5

2

5

4

7

3

6

7

4

1

7

6

8

2

1

3

2

7

4

1

0

1

1

1

0

4

3

2

0

3

2

1

2

2

1

4

2

0

0

0

0

5

0

1

0

1

1

0

0

1

0

2

1

3

1

2

5

0

1

0

1

3

4

4

3

3

4

0

9

2

9

0

1

9

8

9

9

9

0

9

9

1

1

1

1

0

0

0

0

8

0

8

1

2

1

1

9

3.4.4今 後 の展 望

今回の評価では、課題改善到達状況を「支援継続中」「改善」「確認(現 状維持)」

というように分類 されたが、その結果現状維持、とい う回答が最多を占めただ

め、在宅支援 にとって どのような援助的なかかわ りが有効なのか、十分に把握す

ることは困難であった。

精神障がい者の在宅生活を支援 してい くためには、援助職 との継続的な支援

関係の構築とともに、服薬管理が行なえ地域の友入関係が築けていることが重

要である。場合によっては自宅訪問などか ら、生活状況を把握 しつつ、地域のコ
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ミュニテ ィ資源 に結 び付 けてい くな ど、息 の長 い継続的 な支援 の提供が求め ら

れるであろ う。

今回の評価 では大半が「で きた」と評価 されていたため、スモー ルステ ップでの

達 成感 を味わいに くか ったか もしれ ない。よ りきめ細やか な援助 につい て検討

す るためには、評価 のア ンカーポ イン トを よ り正確 にす るこ とが重要 になって

くるであろ う。

3.5精 神障がい者退院支援プログラム

3.5.1プ ログラムの概要

精神科医療機関に長期入院 している被保護者で,退 院可能であるものにたい

し,医療機関との連携の下で在宅生活への移行や施設入所 を支援 してい くこと

により,社会的 自立を促進す ることを目的 とする。対象者の状態に応 じて救護i

施設,更 生施設,介 護施設 グループホームなどの施設入所か,公 営住宅や民間賃

貸住宅等の在宅生活への移行を検討する。一般住宅への入居の場合には,物 件

探 し,物件確保,外 泊訓練 賃貸契約支援,居 住後の継続的な支援体制の構築,と

いった多様な支援策を包括的に整えてい くことが求め られる。そのためには,

複数の機関の連i携が必須である。

3.5.2課 題項目の概要

課題改善(到 達)項 目は,退 院を考え始める段 階か ら,ス ケジュールの考慮,金

銭管理 物件確保,契 約,外 泊訓練,施 設入所の話 し合い,ま で地域居住に至る諸

段階を包含 している。援助の点検項 目では,支 援対象者や関係機関のスタッフ

との関係性の構築,具 体的な調整や施設入所にかかる手続が含まれている。

3.5.3集 計結果(自 己点検の結果のまとめ)

回収が得 られた8事 例のうち、支援継続中であったのが3事 例、退院に至った

のが5事 例であった。支援継続中の事例についてはいずれ も前年度よ り支援 を

継続 していたが、どの項 目についても「できない」または「未回答」とい う結果で

あった。すなわち支援対象者においては、未だ退院に対 して具体的な目標 を構
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築できていない段階にあると考えられる。

一方
、退院に至った事例については、5事 例全てにおいて「病院訪問により、支

援対象者や病院スタッフと信頼関係 を作れた」「福祉事務所 に来所の際に、継続

的に生活問題や退院の相談 をされる関係ができた」「退院に向けて関係機関と

の連携 した支援関係を作れた」の3項 目については「ある程度で きた」ない しは

「できた」の評価がなされていた。施設入所に至った1事 例については、退院後の

生活の様子についての具体的な援助 よりも親族 との調整や施設入所 に関する

調整が援助の中心 となった。アパー ト退院に至った4事 例では課題項 目の全て

を「で きた」とする事例 もあったが、「退院に対 して不安 を感 じていた り拒否的

であった」や「福祉事務所に来所 し相談する/生 活保護費を受け取れる」では非

該当の事例 も3事 例みられた。全ての事例において共通 に見 られた援助 として

は。退院に向けて生活の不安 を語れるような援助関係 を構築 しつつ、退院のス

ケジュールを相談 し、外泊訓練やアパー ト探 しを支援することであり、これらが

退院支援において必須の要件 と考えられた。

3.5.4今 後の展望

長期入院者を退院に結びつけるためには、退院後の生活について生 き生 きと

思い描けるような支援が重要であ り、ただ「退院 させればよい」というものでは

ない。退院支援 プログラムは入院医療から地域生活への橋渡 しとして重要な役

割を担 っているが、今後は在宅生活支援 プログラムに結び付けて実際の生活上

の困難に対 して途切れることなく支援を提供 していくシステム作 りが重要であ

ろう。

3.6在 宅要介護(支 援)高 齢者等支援プログラム

3.6.1プ ログラムの概要

本プログラムは、介護iを必要 とする在宅高齢の非保護者 を対象 とし、「在宅要

介護(支 援)高 齢者支援プログラム検討票」を用いて介護をめ ぐるニーズとサー

ビス利用状況 を把握 し、地域包括支援センターや居宅介護支援事業所などの関

連機関との連携 によって必要な介護サービスの導入を図 り、対象者の社会的お
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よび 日常生活の 自立 を促 す こ とを目的 としている。なお、介護サー ビスが必要

であるが、対象者が介護サー ビスの利用を拒否 している場合 は、3.7に 示 す 「介 護

サ ー ビス利 用 支援 プ ロ グラム」を活用する。

3.6.2課 題項 目の概要 と自己点検評価

自己点検の課題項目は、対象者の 日常生活のアセスメ ントにもとつ くサービ

スの利用状況の把握、介護サービスの利用支援、要介護(支 援)認 定申請支援、関

係機関への連絡 ・送致、ケアマネジャーとの違携、対象者の状況 を身近で把握す

るケアマネジャーやホームヘルパーの訪問による近況確認、通院などによる不

在を回避 した家庭訪問の実施、の計8項 目である。自己点検の評価の結果は下記

に示すとお り、サービス利用状況を把握 し、情報提供や助言をしなが ら、必要な

場合は認定申請を支援することはほとんどのケースで達成 されている。関係機

関および関係者 との連携は7割 近いケースで「できた」とされている。他方、ケア

マネジャーとの意思疎通や不在 を回避 した家庭訪問の達成率は相対的にやや低

くなってお り、今後の課題 となっている。

表3.6.1ケ ー ス ワー カ ー に よ る 自 己 点 検 評 価 (数字は割合)

で きた ある程度
で きた

少 し
できた

で きない

制度・サービス利用状況把握
'1 6.7 3.3 a

介護サー ビス利用助言 ・活用 :・ 6.7 6.7 a

認定申請助言・代理申請 loo 0 0 0

関係機関への連絡・送致 77.8 5.6 11.1 5.6

ケアマ ネジャー との意思疎通 64.0 20.0 16a 0

不在回避の家庭訪問 62.5 16.7 1: 0

ケアマネ訪問による近況確認 73.1 15.4 7.7 3.8

ヘルパー訪問による近況確認 X6.0 16.0 8.0 0

〈非該 当・不明ケースを除 く〉

3.6.3課 題 改善 に 関す る評価

本 プ ロ グ ラ ム の対 象者 は36名 で あ り、課 題 達 成 状 況 の 内訳 は、「確認(現 状 維
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持)」が28名(78%)、 「改 善」が6名(17%)、 「支 援継 続 中Jが2名(6%)で あ る。

課題 改 善項 目 を具 体 的 にみ る と(表3.6.2)、 サ ー ビス 導入 に よる通 院介助 や福

祉 用具 に よる安全確保 は全対 象 ケースで改善 されてい る。このほか、サー ビス

の情報 を入手や要介護認定 申請 も概 ね実施 で きてい る。一方、ヘ ルパ0の 受 け

入 れや 居 室衛 生 の確 保 、サ ー ビスによる食事改 善、金銭の計画的管理 といった対

象者 の生活習慣 と深 く関連 した課題 の達成率 が相対的 に低 くなってお り、支援

の難 しさをうかがわせ る結果になっている。

表3.6.2課 題改 善状 況 の評 価 (数字は割合)

で きた
ある程度
できた

少 し
できた

で きない

サービス情報の入手 73.3 21.1 5.3 0

要介護(支援)認定申請 93.3 6.7 0 0

ヘルパ ーの受け入 れ 44.4 III 11.1 0

関係機関での相談確保 47.4 36.8 15.8 0

ヘルパーによる居室清掃 50.0 27.3 22.7 0

サービスによる食事改善 41.7 25.0 25.0 8.3

金銭の計画的管理 50.0 20.0 30.0 0

サー ビスによる通 院介助 goo 0 0 0

福祉用具による安全確保 100 0 0 0

表情が明るくなった
・

21.7 26.1 4.3

安定した生活の維持 66.7 16.7 13.3 3.3

〈非該当 ・不明ケース を除 く〉

3.6.4今 後の展望

今回の評価では、要介護認定の申請 といった手続 き的な支援や、福祉用具 と

いった特定のサービス利用による課題の改善が顕著にみられる一方、居室衛生、

食事改善、金銭管理 といった対象者の生活習慣に関わる課題 については、必ず し

も十分な改善が図 られていないことが判明 した。高齢者の生活習慣は、長年に

わたって形成されて きたものであることか ら、サー ビスの導入だけでは改善が

難 しい場合 も少なくない。高齢者…人一人に特有な生活スタイルや価値観を理
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解 し、信頼関係を構築 しなが ら、介護予防や健康管理を含めた生活の質の向上に

ついて十分な情報提供や助言を行い、関係機関・専門職 と継続的に連携 ・協働 し

て支援を展開 していくことが必要であろう。

3.7介 護サービス利用支援プログラム

3.7.1プ ログラムの概要

本プログラムは、介護が必要な状況にあ りながら、介護サービスの利用を拒否

し、日常生活に支障 を生 じている在宅高齢の非保護者を対象 とする。支援 にあ

たっては、「介護サービス支援プログラム検討票」を用いなが ら、介護をめ ぐる心

身のニーズ、親族 との関係、受診歴、サービス利用歴等を把握 しなが らサービス

を拒否す る背景要因を明 らかにし、介護サービス利用につなげる方法を多元的

に検討する。また、必要に応 じて認知症 をは じめ とする精神疾患の有無や入院

治療の必要性を主治医や関連機関の意見をもとに検討 し、専門医療機関の受診

を支援する。サービス拒否が継続 している問は、関係機関との連携の もとに見

守 り支援を行い、介護サービス利用を促す支援 を展開する。その際は、公的機関

のみならず、親族等によるインフォーマルな支援 も視野に入れる。サービス利

用に至るプロセスにおいては、本人との面接 を粘 り強 く重ね、信頼関係を構築す

ることが重要になる。なお、介護サービスの利用が合意された場合は3.6に 示 し

た「在宅要介護高齢者等支援プログラム」へ移行する。

3.7.2課 題項 目の概要 と自己点検評価

自己点検の課題項目は、対象者の生活状況、課題、意向、諸機関 との関係性の把

握、介護サービスの説明や申請支援、面接 の積み重ねによる信頼関係の構築、関

係機関の紹介および関係機i関への情報提供 と連携、親族の協力確保などを含む

14の 項 目によって構成 される。今回は、プログラム対象者が3名 であったこと

から事例的な評価 にとどまるが、対象者の生活状況や課題の確認、介護サービス

の説明や申請支援、関係機関との連携など、ほとんどの項 目で課題は概ね達成 さ

れていた。「少 しで きた」あるいは「で きない」と評価 されたのは、「関係機関との

関わ りの把握する」、「親族の協力を得る」、「生活上の課題について対象者の意向
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を把握する」、「関係機関の役割を説明する」の4項 目である。いずれ も、対象者に

認知症やADLの 低下がみられる状況で十分 な意思疎通が困難であったことが

背景にあるものと思われる。

3.7.3課 題 改善 に 関す る評価

本 プ ロ グ ラ ムの対象者 は3名 で あ り、課題 達 成 状 況 の内 訳 は、「改善)」が1名 、

支 援 継 続 中(ADL低 下 の た め介 護 療 養 病 棟 へ の入 院)、「不 明 」(認知 症 病 棟 へ の

入 院)1名 で あ る。「不 明」とされ た事 例 において も、必要 な医療 的対応が な され

たことか ら、一定の課題達成はな されている と考 えて良い もの と考 え られる。

今 回の評価で は、「で きない」と評価 された項 目はみ られず、多 くが「で きた」「あ

る程度 で きた」と評価 されてい る。「少 しで きた」とい う評価 に とどまっている

課題の多 くは、身体や居室 の衛生確保 といった在宅 にお ける介護サー ビス導入

を前提 とした項 目であるが、2名 は入 院 に よる介 護iサー ビス利 用 とな って い る

た め、在 宅 生活 に関わる課題 につ いては顕著 な改善 はみ られ ない とい うことで

あろう。

3.7.4今 後の展望

介護が必要であるにもかかわ らず、介護サービスの利用を拒否する高齢者の

多 くは、認知症などの精神疾患を抱 えて適切な判断能力に障害をもっている場

合が少な くない。今回の評価か らも、対象者 との意思疎通に困難 を抱 く事例が

み られた。この ような状況では、本人 との粘 り強い継続的な面接 によって信頼

関係 を築 きながらも、親族や関係機関による多元的な支援や連携により、対象者

本人の生活の質の確保につとめることが求め られる。

3.8人 工透析患者支援プログラム

3.8.1プ ログラム概要

当プログラムの目的は、通院先等関係機欄 との連携を図 り、腎不に罹患 し人工

透析 を受けている支援対象者の生活状況 を把握 し、安定した日常生活 を送れる

よう支援 してい くことで、支援対象者の健康および日常生活自立 を促す ことで



70 人文 学 報0.394(社 会 福 祉 学24)2008.3

ある。

具体的には、支援対象者の通院状況、通院手段等を人工透析患者支援プログラ

ム検討票により把握 し、適切な訪問、緊急時の対応を容易にするものである。

方法は、①支援対象者にプログラムを説明 し、利用の合意を得る、②通院先、透析

日等 を確認し、検討表を作成、③身体障害者手帳を所持 していない支援対象者に

は、取得 を助言、手続 きを進める、④65歳 未満の場合、障害年金等について受給

資格 を確認する、⑤食事状況に留意 し、食事状況 に不安がある場合、配食サービ

ス、ホームヘルプサービスの導入等を検討する、などである。

3.8.2課 題 項 目の概 要

支 援 対 象 者 の 課 題 改 善(到 達)項 目は、① 手 帳 の 活 用、② 年 金 活用、③ 自立支援

医療 の活用、④配食サ ー ビスの活用、⑤ ホームヘ ルプサー ビスの活用、⑥食事 に

つ いての知識の深 ま り、⑦安心 して療養で きる ようになる、⑧ 安定 した生活の維

持、の8つ であ る。これ らを「で きた」「あ る程度で きた」「少 しで きた」「で きない」

の4段 階 で判 断 す る よ うに設 定 して あ る。これ らの8つ の 課題 の チ ェ ック結 果

を踏 まえ て、全体 と しての課題 改善状況 を、「確認(現 状 維 持)」、「改 善 」、「支 援 継

続 中」の どれかに判断す るこ とになっている。

3.8.3集 計 結果

人工 透 析 患 者支 援 プ ログ ラ ム点検票 の提 出があ ったのは、16ケ ー スで 、課 題

改 善 状 況 は、いず れ もみな「確認(現 状 維持)」で あ った。うち、9人 は手 帳活 用 、年

金 活 用 、自立支 援 医療 の活用が で き、安 心 して療養 で きる ようになった、安定 し

た生活が維持で きている、とい う人たちで、その うち3人 は、配 食 サ ー ビスや ホ ー

ムヘ ル プサービスの活用 もで きていた。

残 り7人 は、安 定 した 生 活 が 維 持 で きてい る、とな ってい るが、その他 の課題

項 目についてはチ ェ ックがな されていない。あ る人について は、備考欄 に「知人

の支援があ り、現 時点 では まだ具体 的 な施策 の活用 はない」とあ る。これか ら類

推す る と、この7例 は、い まの と ころ他 施 策 の 必 要性 がない、とい うことで はな

いか。
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3.8.4今 後の展望

提出されたケースがすべて「確認(現 状維持)」であったが、今後、他施策の活用

が必要 となる支援対象者 も増える可能性 もあるので、今後 もこの人工透析患者

支援プログラム点検票をもとに、支援を継続 してい く必要がある。

3.9居 宅生活移行支援プログラム

3.9.1プ ログラム概要

当プログラムの 目的は、路上生活者及び宿泊所入所等の安定 した住居 を持た

ない支援対象者に対 して、関係機関と連携 し、支援対象者の居宅生活への移行を

円滑に進めることを目的 とする。具体的には、支援対象者で、自立 した居宅生活

を希望 している者に対 して、現在入所 している、または、入所予定の私設・病院と

協議の上、アパー ト生活等の支援方法 を決定するものである。

実施方法は以下の とお りである。①支援対象者の現在の状況、自立目標 を聴

取するとともに、プログラムについて説明 し利用の合意を得る、②居宅生活移行

支援プログラム検討票「(1)現在の入院・入所状況」を作成する、③施設及び病院

の担当者ヘプログラムの趣旨を説明、支援対象者の生活状況の確認 を依頼、④プ

ログラム開始後約3か 月以内に支援対象者、施設お よび病院担当者、担当ケース

ワーカーで協議 し、支援方針を決定、検討票「(2)居宅生活移行支援検討」を作成、

合わせて社会資源の活用を検討。支援方針決定の際は、必要に応 じて「アパー ト

生活のためのチェックリス ト」を使用する、⑤約3か 月で支援方針が決定 しない

場合は、支援期間を3か 月延長 し、施設及び病院とさらに協議、検討票「(3)居宅

生活移行支援検討(継 続)」を作成する。

3.9.2課 題項 目の概 要

支援 対 象 者 の課 題 改 善(到 達)項 目は、① アパ ー ト生 活 す る こ とを考え始めた、

② 金銭管理がで きる ようになった、③ 決め られ た通 り通院で きる ようになった、

④ 決 め られた通 り服薬 がで きる ようになった、⑤ 掃 除が で きる ようになった、

⑥ 選択がで きるようになった、⑦ 他人 との コ ミュニケー シ ョンが取 れる ように

なった、⑧ 身だ しなみ に気 をつ ける ようになった、⑨就労す るこ とがで きた、⑩



72 人 文学 報No.394(社 会 福 祉 学24)2008.3

アパー ト探 しを始 めた、⑪ アパー ト契約がで きた、⑫ 住民票の設定 を した、⑬ 家

具什器等の必要 な物 品 を購…入 した、⑭ アパー ト生活 を始めた、の計14で あ る。

これ らを、「で きた 」「あ る程度 で きた」「少 しで きた」「で きない」の4段 階 で 判

断 した う えで、全 体 と しての課題改善状況 を、「改善」か「支援継続中」の どち らか

に判断す る。

3.9.3集 計 結果

居 宅 生 活移 行 支 援 プ ロ グ ラ ム点検票 の提 出があ ったのはllケ ー スで、課題 改

善 状 況 は、「改 善 」が5、「支 援 継 続 中)」が6で あ っ た。「改 善 」で きた5ケ ー ス は、1

ケー ス を除 き、14項 目の大 半 が 「で きた」とな ρて い る。ただ し、⑨ については、

まだ、みなで きていない。「支援 継続 中」の6ケ ー ス に つ い て は、上 記 の① ～⑧ ま

での課題 は「で きた」が多 い ものの、⑨ もしくは⑩ 以下の項 目について「で きた」

が少 ない。ただ し、⑨ が「で きた」人 も2人 い る。

3.10住 宅情報提供支援プログラム

3」0.1プ ログラムの概要

当プログラムはアパー ト等の住宅物件を探す ことが困難な被保護者に対 し、

入居可能な物件情報 を提供する等の支援を行 うことで、転居及び居住生活への

移行を可能 とし、社会的 自立を図ることを目的 とするものである。支援対象者

か ら聴取 した情報をもとに、住宅課 を通 じて、協力不動産店へ物件情報提供を

依頼 し、物件探 しをサポー トする。保証人が見つからない者については、同課で

行っている「板橋区家賃等債務保証支援事業」へつなげることで、保証人を確保

し、契約を円滑に進める。

支援対象者 は、高齢者、障がい者、ひとり親世帯、多子世帯のいずれかに該当

し、自分でアパー ト等の住宅物件を探すことが困難な被保護者である。

具体的な手順 としては、担 当CWは 、支援対象者にプログラムについて説明

し、合意 を得た上 で、支援対象者 の状況を聴取 した内容を住宅情報提供支援

プログラム検討票に記入する。検討票 を基に記載された依頼書 を持参 または

FAXで 住宅課に送 り、依頼書の内容に該当する物件があれば、担当CWに 提供さ
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れることになる。支援対象者は、提供された情報を基に、不動産屋 と直接契約交

渉を行う。

3。10.2課題項目の概要

自己点検 の課題項 目は、「支援対象者の課題改善(到 達)項 目」と、「CWに よる援

助の点検」の項目に分かれている。前者は住宅課への相談に始 まり、入居に至る

各ステージに対応 した ものである。後者は援助にかかる作業項 目の点検用の も

のである。

いずれも、到達段階を4つ にわけて評価するように設定されている。

3.10.3集 計結 果(自 己点 検 の結 果 の ま とめ)

平 成19年 の 自己点 検 評価 表 の提 出 が あ ったケースは7事 例 で あ っ た。

うち3件 は、本 プ ロ グ ラム に よ り契約 がで きて、入居が実現 した ものである。ま

た、3件 は、住 宅 情 報 ネ ッ トワー ク外 の不動 産屋 を通 じ、CWが 契約 に こ ぎつ けた

もの で あ る。最 後 の1件 は、該 当 物 件 が 見 つ か らな い うち、支援対象者が入院 し

て しまったので、現在 は支援 を中止 してい るケースであるが、退院後、必要があ

れば支援 を再 開す る予定、との ことである。

3.10.4今 後 の展 望

CWに よっ て は 、既 に もつ 人 的 ネ ッ トワー クか ら不動産物件 を探 す こ ともで

きるであ ろう し、今 回 はそれ にあ たるケー ス を多 く含 んでいた。本 プログラム

は、そ うで はないCWで あ っ て も、住 宅情 報 の提 供 が上 手 くい き、かつ入居 まで

結 びつ くことを 目指 している。効果 を確定 するため には、もう少 し事例が増 え

るのを待 つ必要があるで あろ う。

3.11就 労 支援 プ ロ グ ラム

3.11.1プ ログ ラム の概 要

あ る程 度 就労 意欲 のあ る者 を対象に、本 人の同意 の下、就労支援相談員が求職

活動の ためのサポー ト(履 歴 書 作 成 の 助 言 、服 装 や 対 応 へ のア ドバ イス、ハ ロー
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ワークへの仲介 ・同行、その他就労に関する相談など)をおこない、就労の実現と

その結果 としての 自立 をめざす プログラムである。なお、就労への動機付けは

ケースワーカーが行い、就労にむけた具体的な支援は就労支援相談員が担当、実

際の職業のあっせんはハ ローワークが行 うといった業務分担がなされている。

支援対象者の希望によっては生活保護i受給者等就労支i援事業活用プログラムに

移行させる。

支援対象者が意欲に欠ける場合や、他の課題が見つかった場合には、就労支援相

談員がケースワーカーと話 し合い、プログラムを継続するか どうかを協議する。

3.11.2課 題 項 目の概 要

本 人 の就 労 に対 す る意欲や取 り組 みの積極 性 を問 う「就労す ることにつ いて

積極的 に考えるようになった」「これ までの職歴 を振 り返 ることがで きるように

なった」等、求職活動 のスキルの獲得 を意味す る「ただ しく履歴書が書 け るよう

になった」「ハ ロー ワークでの求職活動 を行 うようになった」「面接 の技術が向上

した」等、主 として主体 的 な意欲 とスキルの両者について、課題項 目を設 けてい

る。

3.11.3集 計結 果 の概 要

標 本 数 はll9、 うち、就 労 とい う結 果 に い た っ た ものが43名(36.1%)、 支 援 継

続 中51名(42.9%)、 中止22名(18.5)、 そ れ以 外3名(2.5%)と い う分 布 を示 す 。短

期 的 に効 果 を あげる ことは簡単 で はないが、それで も4割 近 くが 就 労 とい う結

果 に結 びつ いたこ とは、評価 され て良い ように思 われ る。一方、支援継続 中は、

就労 とい う結果 に結 びついていないケースであ り、こち らは43%と 就 労 以 上 に

多 い。就 労 との 差異 を検討する ことが重要 になるようだ。

以下で は、欠損値 の少 ない課題項 目を とりあげ、課題項 目を独 立変数、課題改

善状況(就 労/支 援 継 続 中/中 止)を 従 属変 数 と してた クロス 集計 結果 を考察す

ることにす る。以下、意欲や取 り組 みの積極 性に見 られる支援対象者 の変化 と、

求職活動のスキルについての支援 とに内容 を大分 して結果 をまとめる。
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3.11ニ3.1意 欲 や取 り組 み の積 極 性 に見 られ る支援対象者個 人の変化

「『就労す る こと』につい て積極 的 に考 えるようになった」か どうか と課題改善

状況 の関連か ら検討 しよう。表3.ll,1の 周 辺 度 数 か ら、「で きた 」者 は全体 で41

名 、35%で あ るが 、「で きた」場 合 に は就労が90%と 、この 課題 と就労 とが 結 びつ

きやす い ことが よくわかる。

一方
、「で きない」「少 しで きた」は53名 で 計45.7%、 どち ら もそ の6割 以 上が 支

援 継 続 中 で あ る。いず れ も中止が3割 強弱 をそ れ ぞ れ 占めて お り、就労 について

積極的 に考えることがで きるか どうかが就労 の実現 に大 きな意味 を持つ ことを

示 してい る。

表3.11.1「 『就 労す る こ と』につ いて積極 的に考えるようになった」×課題改善状況

課題改善状況就労
支援継続中 中止 十舌

ロ

できない

少 しできた

ある程度できた

できた

調査不能

計

0

4(11.1)

2(IZ.$)

37(90.2)
0

43(37.1)

11(64.7)

22(61.1)

10(62.5)

3(7.3)

5(83.3)
51(44.0)

6(35.3)17(100.0)

壼0(27.8)36(董00.0)

4(25.0)16(tOO.0)

1(2.4)41(100.0)

1(16.7)6(100.0)

zz(i9.o>>16(100.0)

表3.11.2に 、「これ まで の 職歴 を振 り返 る ことがで きた」程 度 と、課題改善状況

の クロス集計結 果 を示す。「で きた 」の は47名 、全 体 の40。5%で あ るが 、就 労 に

至 っ た の はそ の7割 で あ る。振 り返 る こ とが で きて も、約ll%が 中止 で あ る こ

と、と りわ け「あ る程度 で きた」の28%が 中 止 で あ る こ とは、職 歴 の 振 り返 りが

直 ちに就 労 につ なが らない ことを意味 して いる と考 え られ る。一方、「で きな

い」はわずか5名 と、課 題 自体 は比 較 的ハ ー ドルは低い ものであ るとい えそ うだ。
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表3.11.2「 これ まで の 職歴 を振 り返 る こ とがで きた」×課題改善状況

就労 難 擢 中止 †量
口

できない

少 しできた

ある程度できた

できた

調査不能

計

0

3(15.0)

7(16.3)

皿

0

43(37.i)

4(go.o>

13(6s.a)

24(55.8)

9(19.1)

i(ioo.a>
51(44.0)

1(Za.o>s(100.0)

4(Za.o>Zo(100.0)

12(27.9)43(100.0)

5(10.6)47(100.0)
oi(100.0)

22(19.0)116(100.0)

表3.ll.3は 、決 ま った 時 間 に来 所 ・面 接 で きるか ど うか、と課題改 善状 況の 関

連 を示 した ものであ る。「で きた」のは44名 で全 体 の 約38%、 そ の68%が 就 労 に

結 びつ い て い る。また 、「ある程度で きた」の うち、29%が 「中止 」で あ り、前 項 目

と同様 に、決 まった時間の来所 ・面接が ただ ちに就労 に結 びつ くもので はない よ

うだ。

表3.ll.4は 、「就 労 につ い て の 自分 の 考 え を言 える ようになった」程度 と課題

改善状況の クロス集計結果であ る。「で きた」の は49名 、全体 の42。2%、 そ の うち

75%強 が 就労 に至 っ てい る。これ に比 較す ると、「で きない」「少 しで きた」「ある

程 度で きた」は就労 に至 った ものの比率が低 い。就労 につい て 自分で積極的 に

考 える ことが重要 である とい えそ うだ。ただ し、「ある程 度で きた」場合で も、そ

の36%が 中 止 に な っ てい る。この 数値 は高 く、そ の内容 な どを分析 してみ る必

要があ りそ うだ。

表3.11.3「 決 まった 時 間 に来 所 ・面 接 で きるようになった」×課題改善状況

就労 言難 礫耀 中止 計

できない

少しで きた

ある程度できた

できた

調査不能

計

0

3(15.0)

9(29.0)

30(68.2)
1(ZS.o}

43(37.1}

13(80.0)
13(65.0)

13(41.9)

9(ZO.s>

3(75.0)

51(44.0)

4(ZO.o>

4(20.0)

9(29.0)

5(11.4)
0

22(19.0)

17(100.0)

Zo(100.0)

31(100.0)
44(100.0)
4(ioa.o)

116(100.0)



生活保護における自立支援 プログラム 77

表3.11.4「 就 労 につ い ての 自分 の 考 え を言 えるようにな った」×課題改善状況

課題改善状況就労
支援継続中 中止 計

できない

少 しで きた

ある程度できた

できた

調査不能

計

0

4(18.2)
2{6.1)

37{75.5)

0

43(37.1)

7(70.0)
14(63.6)

19(57.6)

10(20.4)

1(sa.a)

51(44.0)

3(30.0)10(100.0)
4{18.2)22(100.0)

12{36.4)33(100.0)

2(4.1)49(100.0)

1(50.0)2(100.0)

22(19.0)116(100.0)

表3.11.5は 、「『就 労 す る こ と』につ い て具体 的な イメー ジを持つ ことがで きる

ようになった」程度 と、課題改善状況 の関連 を示 した ものである。当然の こ とな

が ら、課題改善状況 との関連 は強 く、「で きた」39名(33.6%)の うち、9割が 就 労 に

至 っ てい る。逆 に、そ れ以外 の カテ ゴ リーでは「中止」の比率がいずれ も25%を

超 えて い る。

表3.ll.6に 、就 労 支援 相 談 員 との面 談 が 継 続的 にで きる ようになったか どう

か と、課題 改善状 況の関連 を示 す。「で きた」33名(28.4%)の う ち、就 労 に至 っ た

もの が67%。 「少 しで きた」「あ る程 度 で きた」で も、3割 近 くが 「中止 」に な って い

る。面談 の継続 と、就労への意欲 は必ず しも連動 しないようだ。

表3.11.5「 『就 労 す る こ と』につ いて 具体 的なイメー ジを持つ ことがで きるよう

になったか ×課題改善状況

課題改善状況就労
支援継続中 中止 計

できない

少しで きた

ある程度できた

できた

調査不能

計

0

3(12.0)
5(17.9)

35(89.7)

0

43(37.1)

11(73.3}
14(56.0)

16(57.1}

3(7.7}
7(77.8)

51(44.0)

4(26.7)

8(32.0)
7(25.0)

1(2.6)
2(z2.2)

22(19.0)

15(100.0)
Zs(100.0)

Zs(ioo.o>

39(100.0)

9(100.0)
116(loo.o>
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表3.11.6就 労支援相談員 との面接が継続的にできるようになったか ×課題改

善状況

課題改善状況就労
支援継続中 中止 計

できない

少 しできた

ある程度できた

できた

調査不能

計

1(4.5)

4(22.2)

10(35.7)
22(66.7)

6(40.0)
43(37.1)

19(86.4)

9(50.0)

10(35.7)
7(21.2)

6(40.0)
51(44.0)

2(9.1>22(100.0)

5(27.8)18(100.0)

s(ZS.6>Zs(loo.o}

4(12.1)33(100.0)
3(20.0)15(100.0)
22(19.0)1]6(100.0)

上記 の6つ の以 外 の 課 題項 目は、比 較 的 欠損値 が多い もの となる。「不安 を相

談す るよ うにな った」程度 と課題 改善状況 の関連 は、24名(20%)が 欠損 値 であ

るが 、「で きた」17名 中、71%が 就労 へ と至 っ て い る。「希 望 を持て るようになっ

た」程度 について は、21名 が 欠損 値 、15名 が 「で きた」、そ の うち93%が 就 労 へ と

至 っ て い る。希 望 を持 て る ようになっ た場合 に就労へ と至 る傾 向が見 られ る

が、希望 をもて るようになった人数 は多い とはいえない。

「正 しく履歴書が書 けるようになった」程度 は、25名(21.6%)が 欠損 値 、「で き

な い」16名 、「少 しで きた 」10名 、「あ る程 度 で きた 」29名 、「で きた」36名 。この う

ち、「で きた 」36名 中64%が 就 労へ と至 って い る。た だ し、「で きない」16名 中 中

止 は2名 、大 半 が 支 援 継 続 中 で あ り(2名)、 履 歴 書 を書 け る とい うス キ ル は 必ず

しも仕事へ の意欲 と直結 しない ようだ。

「ハ ロー ワークでの求職活動 を行 うようになった」は50名 が 欠 損 値 、「で きな い」

17名 、「少 しで きた」10名 、「あ る程 度 で きた 」17名 、「で きた 」22名 。「で きた」場 合

に、59%が 就労 へ と至 って い る。た だ し、「ある程 度で きた」場 合で も、29%が 中

止 で あ る こ とに注 意す る必要 が ある。

「就労希望先 とアポ イン ト面 とが とれるようになった」については、欠損値39名 、

「で きない 」16名 、「少 しで きた 」12名 、「あ る程 度 で きた」14名 、「で きた」35名 。「で

きた」の うち、80%が 就 労 と、や は り就労 希 望先 との コミュニケー シ ョンが とれ

る場合 には就労へ と至 っているケースが多い。

同様 に、「企業 との面接 が行えるようになった」について も、「で きた」場合(36名)

に86%が 就 労、「適 切 な 身 な りで 面 接 に望め るようになった」につ いて も、「で き



生活保護における自立支援プログラム 79

た」場合(29名)に93%が 就 労 と、社 会 的 な ス キ ル を身 に つ けるこ とが で きた場

合 に就 労の可能性 は高 くなる こ とがわか る。この傾 向 は「面接の技 術が 向上 し

た」「自己の面接 について見直 し等評価 がで きる ようになった」といった項 目に

おいて顕 著で、前者 は「で きた」19名 全 員 、後 者 は 「で きた 」13名 全 員 が 就 労 へ と

至 って い る。た だ し、「で きた」は全体の中で多数 とはいえない。

3,ll.3。2求 職活 動 の ため の ス キル支 援 の効 果

就 労支援 員 による具体 的な支援 に関す る項 目は欠損値が多か ったため、一括 し

て表7に 課 題 改 善状 況 との 関連 の 結 果 をまとめた。表3.11.7は 、それ ぞ れ の項 目

につ い て「で きた」ものの度数お よび全体 に占め るパ0セ ンテ ー ジ、「で きた」者

の うち、就労 に至 った者 の度数及 びパーセ ンテー ジ、中止に至 った者の度数及 び

パーセ ンテー ジを示 した ものであ る。

表3.11.7具 体 的 な支 援 が 「で きた」人 の比 率、お よび「就労」「中止 」率

支援内容 「で きた」ものの うち就労 に至 った うち中止 に至 った
度数(%)も のの度数(%)1)も の の度数(%)2)

必要な技能の修得

これまでの職歴の振 り返 り

支援対象者の希望を聴取

履歴書の書き方を支援

求職情報の提供

面接の受け方を支援

ハローワークに同行

求職活動の報告を求めた

求職状況の振 り返り

技能修得に関する情報提供

新たな課題を発見

10(8.6)

38(32.8)

39(33.6)

37(31.9)

30(25.9)

9(7.8)

2(L7)

zs(21.6)

24(20.7)

17(14.7)

ii(9.s>

1(io.o>

30(78.9)

34(87.2)

20(54.1)

19(63.3)

7(77.8)

t(so.a>

21(84.0)

20(83.3)

4(23.5)

0

2(ZO.o)

1(2.6)

0

7(18.9)

3(10.0)

0

0

1(4.0)

0

3(17.6)

8(72.7)

注1),2):具 体 的 な支 援 が 「で きた」対 象 者 の内訳 を「就労」「支援継 続中」「中止」の

3群 にわ け た と きの、就労 お よび中止 の度数お よび%を 示 して い る。

「できた」比率が高いのは、支援対象者の希望聴取、これまでの職歴の振 り返

り、履歴書の書 き方の支援、求職情報の提供、求職活動の報告、求職活動の振 り返

りなどの項 目である。これ らのうち、就労に至った比率が高いのは支援対象者
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の希望聴取、求職活動の報告を求める、求職状況の振 り返 り、など進行中の求職

活動に対する助言などの項 目である。履歴書の書 き方などは、予想に比 して就

労に至ったものの度数が高いわけではない。

3.11.3全 体のまとめ

全体 としては、やは り具体的なスキルを教えること以上に、意欲を持たせるこ

と、意欲をもった支援対象者に継続的な支援を続け、職歴や求職活動の振 り返 り

を行い、希望をききつつ経過の報告を求めることが もっとも就労 という結果 と

結びつ きやすいようだ。

その意味では、いかにして積極的な意欲を持たせるか、どのような方法が有効

なのかが さらに検討される必要があるだろう。

3.11.4今 後の展望

ホームレスか ら就労へ という社会移動は簡単ではな く、そのための支援は同

様に簡単ではない。また、単純に就労が可能になれば 目標が達成 されたわけで

はな く、継続的な就労による自立 こそが望 まれる。今回の就労支援 は第1段 階、

つまりとりあえず就労するという結果との対応でそのプログラムの効果を検討

した。

少なくとも、支援対象者 自身が就労の意味や可能性 を考えること、そのために

これまでの職歴や現在の求職活動を振 り返ることは有効であるという結果が示

された。たとえそれが全体の中で30%程 度にしか示 されない効果であっても、

就労支援プログラムの結果は一定度示されていると判断 して良いだろう。

しかしながら、就労の継続があってこそ、ここで検討された就労支援プログラ

ムの意味はある。短期間で離職・退職 してしまうのであれば、プログラムの意義

は薄れて しまう。就労を開始 した支援対象者 に、継続的に支援 を続けてい くこ

とが次に望まれる。このことは、プログラムの効果の検証 もまた、継続的にされ

ていかねばならないことを意味しているのである。
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3.12多 重債務解消支援プログラム'

3.12.1プ ログラムの概要

本プログラムは、多重債務等を抱える被保護i者(以下「支援対象者」という)が、

債務の解消及び社会生活の自立を図ることがで きるよう、債務解消及び日本司

法支援センター(以 下「法テラス」という)への相談を助言するものである。

担当CWは 、まず支援対象者に債務解消及び法テラスへの相談 を助言 し、プロ

グラム利用の合意を得、法テラスのパ ンフレッ トを渡 し、相談 日を電話予約す

るよう助言する。法テラスへの相談の際、債務一覧表が必要であることを伝 え、

必要に応 じ支援対象者 とともに一覧表を作成 し、板橋区自立支援事業による予

納金の支給について検討す る。法テラスによる相談及び援助の可否の決定後、

検討表に記入 し決裁 を行 う。法テラスによる援助「否」の場合は、その理由を検

討表に記入 し、支援 を終了する。他方、援助「可」の場合は、弁護士 による援助開

始後、支援対象者か らの申立てや代理援助契約書を基に検討表 に記入 し決裁を

行 う。

3.12.2課 題改善項 目の概要

本プログラムは、支援対象者との関係、関係機関との関係等に留意して行われ

る。改善項 目としては、債務の解消、過払金の返還、扶助費を債務弁済にあてな

いこと等により、支援対象者の生活や金銭状況の安定 と家族関係の改善等を図

ることである。

3.11.3集 計 結 果(自 己点検 の結 果 の ま とめ)

平 成19年 の 自己点 検評 価 表 が提 出 され た のはケースである。

うち1ケ ー ス は課題 が解消 され たが 、残 り3ケ ー ス は未 だ支援 継 続 中で あ る。

課 題 解消 ケー スは2007年7月19日 か ら支 援 が 開始 され て お り、支 援期 間2ヶ 月

程 で 解 消 に至 っ て い る(点 検 日9月26日)。 法 テ ラ ス の相 談 ・援 助 が 得 られ た結

果、借金 の督促 が な くな り、債 務 は解消 され、支援対象者の生活や金銭状況 は安

定 し、表情 に明る さが戻 った。

支援継続 中3ケ ー スの 支援 期 間 は2～3ヶ 月弱 で あ る。うち1ケ ー スは、7月23
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日の支援開始か ら、2ヶ月を経過 している(点検 日9月25日)。 法テラスへの相談・

援助を経て、借金の督促がなくな り、扶助費を債務返済に充てることがな くなっ

たものの、債務解消や過払金の返金には至 らず、生活や金銭状況は少 し安定 した

にとどまる。本ケースの支援対象者は、「独力では債務解消が困難」であるが、法

テラスの相談にCWが 同行することができなかった。

3.12.4今 後の展望

本プログラムは、債務解消 と本人及び家族の生活の自立を目的とする。

そのためにCWは 、法テラスによる問題解決への橋渡 しとしての役割を迅速

に果たすこと、生活再建にむけ支援対象者 との関係性の構築、法律実務家との有

機的連携を図ることが重要 と思われる。

*執 筆 分 担 は 、次 の 通 り

1.岡 部 、2.岡 部 、3」 愼 野 、3.2愼 野 、3.3棋 野 、3.4棋 野 、35棋 野 、3.6和 気 、37和 気 、

3.8副 田 、3.9和 気 、3.10稲 葉 、3.11堀 江 、3」2矢 嶋


